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平成 17 年６月 29 日 

 

各 位 

 

会 社 名 ティアック株式会社 

代表者名  取締役社長 坂井淑晃 

（コード番号 6803 東証第１部） 

問合せ先  財務部長 野村佳秀 

TEL (0422) 52-5133 

 

「平成 17 年３月期 決算短信（連結）」及び「平成 17 年３月期 個別財務諸表

の概要」の一部訂正について 

 

平成 17 年５月 27 日に発表いたしました「平成 17 年３月期 決算短信（連結）」及び「平

成 17 年３月期 個別財務諸表の概要」に一部に誤りがありましたので、下記のとおり訂正

いたします。 

 

記 

 

訂正箇所は を付して表示しております。 

 

1. 平成 17 年３月期 決算短信（連結）の訂正箇所について 

訂正箇所① 1.企業集団等の概況 （図下に注記を追加）(P. 3) 

【訂正前】 

（注記事項なし） 

 

【訂正後】 

※連結子会社である㈱ティアックウェルフェアサービスについては、休眠会社であり、重要性がないため、図の記載を省略している。 

 

 

訂正箇所② 2.経営方針 (4)会社が対処すべき課題 [1]収益構造の改善 (P. 6) 

【訂正前】 

⑤ 固定費の削減 

希望退職の実施、海外子会社・国内事業所の整理・再配置、退職金制度の変更、およ

び役員報酬の削減等により、固定費削減を図ります（目標値：総額約 34 億円）。 

【訂正後】 
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⑤ 固定費の削減 

希望退職の実施、海外子会社・国内事業所の整理・再配置、退職金制度の変更、およ

び役員報酬の削減等により、固定費削減を図ります（目標値：総額約 27 億円）。 

 

 

訂正箇所③ 4.連結財務諸表等 注記事項（連結貸借対照表関係） 当連結会計年度（P. 24） 

【訂正前】 

※１ 担保に供している資産並びに担保付債務は次のとおりである。 

区分 科目 
金額 

（百万円） 

建物 

構築物 

土地 

364

7

437
工場財団 

計 809

建物 

構築物 

土地 

374

2

859

有形固定資産 

その他 

計 1,236

現金及び預金 40
その他 

投資有価証券 85

合計 2,171

短期借入金 

長期借入金 

11,620

─

 

【訂正後】 

※１ 担保に供している資産並びに担保付債務は次のとおりである。 

区分 科目 
金額 

（百万円） 

建物 

構築物 

土地 

364

7

437
工場財団 

計 809

建物 

構築物 

土地 

374

2

859

有形固定資産 

その他 

計 1,236

現金及び預金 308
その他 

投資有価証券 85

合計 2,439

短期借入金 

長期借入金 

11,620

─
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訂正箇所④ 関連当事者との取引(P. 30) 

【訂正前】 

 

Ⅰ 前連結会計年度(自 平成 15 年４月１日 至 平成 16 年３月 31 日) 

(1) 子会社等 

関係内容 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

(百万円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等

の所有 

(被所有)

割合(％)

役員の

兼任等

(人) 

事業上 

の関係 

取引の内容 
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

関連会社 

ティアック 

オーストラリア 

PTY  LTD 

Melbourne 

Australia 

502

(6,300千AS$)

AV製品 

輸入販売 

(所有) 

50

兼任 

1

AV製品 

販売 

当社製品の 

輸入販売 
6,135

売掛

金 
1,633

 

Ⅱ 当連結会計年度(自 平成 16 年４月１日 至 平成 17 年３月 31 日) 

(1) 子会社等 

関係内容 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

(百万円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等

の所有 

(被所有)

割合(％)

役員の

兼任等

(人) 

事業上 

の関係 

取引の内容 
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

関連会社 

ティアック 

オーストラリア 

PTY., LTD. 

Melbourne 

Australia 

522

(6,300千AS$)

AV製品 

輸入販売 

(所有) 

50

兼任 

1

AV製品 

販売 

当社製品の 

輸入販売 
6,633

破産

更生

債権

3,450

 

【訂正後】 

Ⅰ 前連結会計年度(自 平成 15 年４月１日 至 平成 16 年３月 31 日) 

(1) 子会社等 

関係内容 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

(百万円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等

の所有 

(被所有)

割合(％)

役員の

兼任等

(人) 

事業上 

の関係 

取引の内容 
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

関連会社 

ティアック 

オーストラリア 

PTY  LTD 

Melbourne 

Australia 

502

(6,300千AS$)

AV製品 

輸入販売 

(所有) 

50

兼任 

1

AV製品 

販売 

当社製品の 

輸入販売 
6,135

売掛

金 
1,633

 

(2) 役員及び個人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

(百万円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等

の所有 

(被所有)

割合(％)

役員の

兼任等

(人) 

事業上 

の関係 

取引の内容 
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

役員 安井 桂之介 
東京都 

中央区 
─ 

当社監査役

弁護士 

(被所有) 

直接 0
─ ─ 法律顧問 1 ─ ─ 

(注) 上記の金額のうち取引金額には消費税等を含まず表示している。 
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Ⅱ 当連結会計年度(自 平成 16 年４月１日 至 平成 17 年３月 31 日) 

(1) 子会社等 

関係内容 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

(百万円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等

の所有 

(被所有)

割合(％)

役員の

兼任等

(人) 

事業上 

の関係 

取引の内容 
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

関連会社 

ティアック 

オーストラリア 

PTY., LTD. 

Melbourne 

Australia 

522

(6,300千AS$)

AV製品 

輸入販売 

(直接所

有) 

50

兼任 

1

AV製品 

販売 

当社製品の 

輸入販売 
6,633

破産

更生

債権

3,450

 

(2) 役員及び個人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

(百万円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等

の所有 

(被所有)

割合(％)

役員の

兼任等

(人) 

事業上 

の関係 

取引の内容 
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

法律顧問 1 ─ ─ 

役員 安井 桂之介 
東京都 

中央区 
─ 

当社監査役

弁護士 

(被所有) 

直接 0
─ ─ 報酬及び着

手金(注２) 
0 ─ ─ 

(注)１ 上記の金額のうち取引金額には消費税等を含まず表示している。 

  ２ 日本弁護士連合会報酬等規定によっている。 

 

 

訂正箇所⑤ 退職給付関係 Ⅱ当連結会計年度（P. 35） 

【訂正前】 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職

年金制度及び退職一時金制度を設けている。 

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成 17 年３月 31 日) 

①退職給付債務 18,137 百万円

②年金資産 6,656 百万円

③未積立退職給付債務(①－②) 11,481 百万円

④未認識数理計算上の差異 1,381 百万円

⑤未認識過去勤務債務 △324 百万円

⑥会計基準変更時差異の未処理額 3,193 百万円

⑦退職給付引当金(③－④－⑤－⑥) 7,231 百万円

（注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 
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【訂正後】 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職

年金制度及び退職一時金制度を設けていたが、当社及び一部の国内連結子会社は、退

職給付制度の改定を行い、平成 17 年６月１日付けで厚生年金基金から企業年金基金へ

の移行の認可を受け、確定給付企業年金制度へ移行しキャッシュバランスプランを導

入している。 

なお、一部の国内連結子会社は、適格退職年金制度を継続している。 

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成 17 年３月 31 日) 

①退職給付債務 15,492 百万円

②年金資産 6,656 百万円

③未積立退職給付債務(①－②) 8,836 百万円

④未認識数理計算上の差異 1,381 百万円

⑤未認識過去勤務債務 △2,969 百万円

⑥会計基準変更時差異の未処理額 3,193 百万円

⑦退職給付引当金(③－④－⑤－⑥) 7,231 百万円

（注）１ 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 

   ２ 上記のとおり退職給付制度の改定を行ったため、過去勤務債務（債務の減額）が発生している。 

 

 

2. 平成 17 年３月期 個別財務諸表の概要」の訂正箇所について 

訂正箇所⑥ 6.財務諸表等 ②損益計算書(P. 42) 

【訂正前】 

  

前事業年度 

(自 平成 15 年４月１日  

 至 平成 16 年３月 31 日) 

当事業年度 

(自 平成 16 年４月１日  

 至 平成 17 年３月 31 日) 

比較増減 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比 

(％) 
金額(百万円) 

     

     

Ⅱ 売上原価     

 １ 期首商品たな卸高  7,318 6,282  △1,036 

 ２ 当期商品仕入高  81,584 67,888  △13,695 

    合計 ※５ 88,903 74,170  △14,732 

 ３ 他勘定振替 ※１ 252 1,166  913 

     

     

 



─ 6 ─ 

【訂正後】 

  

前事業年度 

(自 平成 15 年４月１日  

 至 平成 16 年３月 31 日) 

当事業年度 

(自 平成 16 年４月１日  

 至 平成 17 年３月 31 日) 

比較増減 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比 

(％) 
金額(百万円) 

     

     

Ⅱ 売上原価     

 １ 期首商品たな卸高  7,318 6,282  △1,036 

 ２ 当期商品仕入高  81,584 69,064  △12,519 

    合計 ※５ 88,903 75,347  △13,555 

 ３ 他勘定振替 ※１ 252 2,342  2,089 

     

     

 

 

訂正箇所⑦ 6.財務諸表等 注記事項（貸借対照表関係） 当事業年度(P. 49) 

【訂正前】 

※２ 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりである。 

売掛金 4,669 百万円

未収金 300 百万円

長期貸付金 1,022 百万円

破産更生債権 3,450 百万円

 

【訂正後】 

※２ 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりである。 

売掛金 4,669 百万円

未収金 222 百万円

長期貸付金 1,022 百万円

破産更生債権 3,450 百万円

買掛金 1,355 百万円

未払金 589 百万円

短期借入金 5,369 百万円
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訂正箇所⑧ 6.財務諸表等 注記事項（貸借対照表関係） 当事業年度(P. 50) 

【訂正前】 

 ５ 保証債務 

相手先 保証内容 金額(百万円) 

ティアック 

アメリカ INC 

信用状開設

及び借入金 

( 5,793 千米ドル)

541

ティアック 

電子計測㈱ 
借入金 182

 

【訂正後】 

 ５ 保証債務 

相手先 保証内容 金額(百万円) 

ティアック 

アメリカ INC 

信用状開設

及び借入金 

( 5,038 千米ドル)

541

ティアック 

電子計測㈱ 
借入金 182

 

 

訂正箇所⑨ 6.財務諸表等 注記事項（損益計算書関係） 当事業年度(P. 50) 

【訂正前】 

※１ 製品の他勘定振替高の内訳 

サービス費 165 百万円

広告宣伝費 63 百万円

研究部品費 30 百万円

たな卸廃棄損 907 百万円

その他 1 百万円

計 1,165 百万円

 

【訂正後】 

※１ 製品の他勘定振替高の内訳 

サービス費 165 百万円

広告宣伝費 63 百万円

研究部品費 30 百万円

たな卸廃棄損 1,132 百万円

たな卸資産評価損等 951 百万円

その他 1 百万円

計 2,342 百万円

 

以 上 


